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軌道上を列車が繰り返し走行すると，列車荷重により道床や路盤が沈下し，軌道変位が徐々に大きくな

る．本研究では，車両から軌道に作用する動的輪重を推定し，これに基づく材料等の劣化の累積が軌道変

位等の進みに現れると考え，軌道変位と道床およびレールの状態を考慮して，長期的な軌道状態の推移を

予測するモデルを構築した．また，シミュレーションを用いることで，施策等により軌道構造や車両の輸

送量等の条件が変化した場合の軌道変位の推移を予測することが可能となった．  
     Key Words: track irregularity growth, prediction model for track condition, wheel load variation, 
long-term prediction model 

1. はじめに 

バラスト軌道上を列車が繰り返し走行すると，列車荷

重により道床や路盤が沈下するため，軌道変位が徐々に

大きくなる．軌道変位が大きくなると，乗り心地の悪化

や走行安全上の余裕が減少するため，通常は道床のつき

固めにより軌道変位を低減（改善）させる．しかし，図

1 に示すように，道床やレール等の材料が劣化した箇所
では，軌道変位進みの増加や軌道変位の改善効果が減少

し，つき固めの頻度は高くなると考えられる．こうした

箇所に対しては，材料交換等を行うことでつき固めの頻

度を低減させることが可能であるが，材料交換には多く

の費用がかかるため，長期的な経済性を考慮して適切な

時期に行う必要がある． 
以上のことから，これまでも長期的な軌道変位推移を

予測するモデルが幾つか構築されてきた． 
例えば，一般に「軌道狂い進み S式 1)，2)」と呼ばれる

予測式は，モデルとしては単純ではあるが，材料状態が

変数でなく，また進みが通過トン数の 0.35 乗で増減す
るとされている他，全列車の平均速度が変数となってい

るため，一部の車両諸元の変更や速度向上の効果を明確

に表せないという問題があった． 
また，材料劣化を考慮したモデルとしては，軌道構造

条件を与えた上で，各時点における車両の輪重を推定し

て，軌道変位推移を予測するモデルがある 3)，4)．本モデ

ルは，力学的な考え方（軌道負担力の算定モデル）に基

づいて構成されているため，軌道構造等の条件が変化し

た場合の予測が可能である．しかしながら，各箇所の履

歴データを入力とするモデルではないため，材料状態を

含む各箇所の現状や特異性を反映できない． 
そこで，これらの課題に対応するため，力学的な考え

に基づきながら，各箇所の履歴データを活用して軌道状

態を予測するモデルが考案された 5)，6)．本モデルは，走

行試験結果に基づいて輪重を算定する一方，履歴データ

に基づいて，輪重作用時の軌道変位等の進みを予測する

ものである．しかしながら，輪重の推定には走行試験の

結果が必要であるため，複数の車種が走行する線区にお

いて各車種の輪重の推定が難しかった．また履歴データ

に基づいて，輪重に対する軌道変位等の進みを予測する

パラメータが設定されるため，軌道構造等の条件が変化

した際の予測ができないという問題があった． 
以上のことから，本研究では，上述のモデルを改良し，

複数車種の走行線区や，軌道構造・車両・運転条件が変

化した場合にも適用できるモデルを構築した． 
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図1 材料劣化と軌道変位進み等の関係 
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2. 軌道状態の長期推移予測モデル 

(1) モデルの概要 

 一般に，材料が劣化すると輪重変動が大きくなり，軌

道変位進みが増加する．よって，長期的な軌道状態の推

移予測のためには，軌道変位だけでなく，材料の劣化状

態の推移も予測する必要がある． 
そこで本研究では，図 2に示す材料状態を考慮した長

期推移予測モデルを構築した．本モデルでは，t 期にお
ける軌道状態の評価指標（軌道変位，道床劣化，レール

凹凸）に応じて輪重が増減すると考え，これに基づいて

推定した輪重から，t+1 期の軌道変位進み・道床劣化進
み・レール凹凸進みを予測する． 
具体的には，対象とするロットまたは区間における長

期的な軌道状態の推移を予測する場合，そのロットまた

は区間における t 年度の各評価指標を算出する．なお，
この各評価指標の初期値は，対象ロットまたは区間にお

ける履歴データに基づいて設定する． 
次に，t 年度の各評価指標が目安値を超過している場

合は，その指標に応じた保守を同年度に行い，各評価指

標に保守による改善量を与える．さらに，その各評価標

と輪重変動率および速度から輪重を推定するが，このと

きの輪重変動率にはシミュレーションから得た結果を用

いる． 

最後に，輪重から算出される各評価指標の進みを用い

て，次年度の軌道状態が求まる． 
以上のフローを繰り返すことで，軌道状態の長期的な

推移を求めることができる．このとき，輪重と各指標の

進みに係る係数 β，I については，履歴データや軌道構
造に応じた値を用いる．これにより，軌道構造や輸送量

が変化した場合には，輪重又は各評価指標の進みを算定

する係数を変えることで，新しい条件における軌道状態

の推移を予測することができる．  
ここで，本モデルにおける軌道状態の評価指標の詳細

を表1に示す．軌道変位については，一般的な管理指標
として用いられている10 m弦高低変位に対応するよう
に，6～50 mの復元波長域の高低変位 yを用いる．道床
劣化については，一般には軌道状態を表すが，ここでは

土砂混入率と5 m弦高低変位との相関が高いこと 7) を考

慮して，これに対応するよう 3～6 mの復元波長域の高
低変位 bを用いる．なお，軌道変位 yと道床劣化bは双
方とも高低変位を用いたが，それぞれ異なる波長帯域を

用いることで多重共線性は緩和されていると考えられる．

また，レール状態については，レール凹凸量を指標とす

るが，図3に示すレール凹凸と軸箱加速度の関係 8) に

基づいて，レール凹凸量の代わりに軸箱加速度を用いる

ことも可能である．ここで用いた軸箱加速度は，一般的

なレール凹凸の波長に応じて 75～250 mmのバンドパス
フィルター処理を行ったものとした． 
以下の検討においては，1ロットを100 mとし，軌道

状態についてはロット内における標準偏差，輪重につい

てはロット内における最大値を用いた． 

 (2) 輪重の算定 
 本モデルでは，定常輪重（直線区間では静止輪重）に

変動輪重を加えることで動的輪重を求める．また変動輪

重は，軌道状態の評価指標である軌道変位，道床劣化，

レール凹凸が影響すると考え，これらから算出する．輪

重P の算定式を式(1) に示す． 
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図3 レール凹凸と軸箱加速度 
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図2 材料劣化を考慮した長期推移予測モデル 

表1 軌道状態の評価指標 

軌道状態 記号 評価指標 
軌道変位 y 波長6-50mの軌道［高低］変位 (mm) 
道床劣化 b 波長3 - 6 mの軌道［高低］変位 (mm) 

レール凹凸 r 
レール凹凸 (mm)または 
波長 75-250mmの軸箱加速度 (m/s2) 
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P = Pst   +ΔP 
ΔP = (s・y  + t・b + u・r)・( V/100 )・Pst     (1) 

 Pst：定常輪重（kN） ΔP：変動輪重（kN） 
 s：軌道変位に伴う輪重変動率 

t：道床劣化に伴う輪重変動率 
u：レール凹凸に伴う輪重変動率 
V：速度（km/h） 

輪重変動率を表す係数 s，t，uについては，本式を任
意の車両に対して適用できるように，シミュレーション

により設定する．例えば，図4に示すような軌道形状を
車両運動シミュレーションモデル 9) に適用して，3種類
（機関車［静止輪重：82.6 kN］，特急車両［40.0 kN］，
通勤車両［27.2 kN］）の車両における輪重変動率を算出
した．各車両とも，シミュレーション時の走行速度を

100 km/hとした． 
図 5に，シミュレーションにより求められた，軌道状

態と輪重変動率との関係を示す．輪重変動率を表す係数

s，t，u は，図中に示した回帰式の係数に該当し，例え
ば通勤車両における係数は，s = 0.014，t = 0.130，u = 2.214
となる．また，これらの図より，軌道状態の劣化が進む

と，輪重変動が大きくなることがわかる． 
軌道変位に対する係数 s は，静止輪重が重い車両の方

が大きくなる傾向にある．これは，高低変位 y が輪重変
動に与える影響は，輪重が重い車両に対して大きいため

と考えられる．道床劣化に対する係数 t  ，レール凹凸に
対する係数u についても，着目した軌道変位やレール凹

凸に対する車両の応答が，車体の質量やばねによって定

まる振動特性に応じて異なるため，車種間での差異が生

じたと考えられる． 
 以上より，通勤車両［静止輪重：50 kN］が走行する
線区において，本手法により算出した輪重の推定値と実

測値との比較を図 6に示す．ばらつきがあり，推定値の
方が実測値より若干大きいが，大小関係や傾向は近いこ

とから，本モデルによる輪重の推定は妥当と考えられる． 
 

 (3) 保守改善量の算出 
 一般に，軌道変位に対してはつき固め，道床やレール

の劣化に対しては材料交換やレール削正といった保守が

行われる．本モデルでは，それらの保守による軌道状態

の改善を，次のとおり考慮した． 
まず，軌道変位 y については，MTTや道床交換後の

つき固めによって減少（改善）する．そこで，図 7につ
き固めによる高低変位の改善量と，軌道検測結果から得

た保守前の軌道状態の関係を示す．これより，つき固め

による高低変位の改善量は，保守前の軌道状態に応じて

増減することから，式(2) のとおりモデル化した．ここ
に示す改善量係数は，図 7に示す線区であれば，図中の
ように，γ = 0.732，δ = - 0.178と求めることができる． 
なお，つき固めによる改善量は，列車が繰り返し通過

するにつれて，またつき固めを繰り返すにつれてバラス

トが細粒化し，道床劣化が進んで徐々に小さくなる．こ

の改善量予測モデルは，例えば，改善量係数を増減させ
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ることで，繰り返し載荷やつき固めによる道床劣化も考

慮することができる． 

            (2) 

  X：保守前の軌道状態 (mm)または (m/s2) 
  Y：保守改善量 (mm) または (m/s2) 
  γ  , δ：改善量係数 
次に，道床劣化b については，道床交換によって一定

値に減少する．これは，細粒化したバラストを入れ替え

ることにより，道床が初期の状態に戻ると考えるためで

ある． 
レール凹凸 r については，レール削正により減少し，

またレール交換により一定値まで減少する．レール削正

の場合については，レール削正による軸箱加速度の改善

量と，削正前の軸箱加速度の関係を図 8に示す．この関
係より，つき固めによる改善量と同様，式(2) のモデル
により，レール削正による軸箱加速度の改善量を算出す

ることができる．レール交換の場合は，道床交換と同様，

レールが初期の状態に戻ると考えられるため，指標は一

定値まで減少するとした． 
 以上により，保守を行った際の，各評価指標の推移を

予測することが可能となる． 
 

 

(4) 軌道変位進みの予測 
軌道変位進みを予測するにあたり，走行試験で測定し

た実測輪重と軌道変位進みの関係を図 9に示す．これよ
り，輪重が大きいほど軌道変位進みも大きくなる傾向に

あることがわかる．なお既往の研究 5)，6)より，輪重と軌

道変位進みには指数関数的な関係があることから，縦軸

は対数表示とした．また，図 10に式(1) のモデルで算定
した推定輪重と各評価指標の進みの関係を示す．この結

果から，輪重が大きくなるほど軌道変位進みだけでなく，

道床劣化やレール凹凸も大きくなることがわかる．これ

らの結果から，式(3) のとおり輪重を用いて，軌道変位
進み Δy ，道床劣化進み Δb ，レール凹凸進み Δr をモデ
ル化した． 
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本式の係数 jは車種であり，各車種での進みの総和に
より，各指標の全車種での進みを求めることができる．

αj は通過軸数（単位：10百万軸）を表す．また，P は輪
重を表すが，これは2章(2) に示した手順により推定す
ることができる．係数βy，βb，βr については，1回の輪重
作用時における軌道変位進み，道床劣化進み，レール凹
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図7 つき固めによる改善量    図8 レール削正による改善量    図9 実測輪重と軌道変位進み 
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図10 推定輪重と各評価指標の進みとの関係 
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凸進みを算出するための係数である．この係数は，軌道

構造や材料状態に依存すると考えられるが，これらの両

方を考慮して値を定めることは難しいため，βy，βb，βr は

材料状態のみに依存する係数とした．そして新たに係数

Iy，Ib，Irを定義して，この係数により軌道構造を考慮する．
βy，βb，βr と Iy，b，r の値は，評価指標毎には異なるが，各車

種で共通の値と考えてよい．  
ここで，レール凹凸に関係する Ir については，急曲線

の内軌波状摩耗のように，特定の条件下で進みやすい状

況を考慮する際に用いる．同様に，軌道変位進み等にお

いて，レール種別など構造物等の影響が現れる箇所につ

いては Iy，Ibで考慮する． 
 ところで，βy，βb，βr については，単一の車種が走行す

る線区の場合は，軌道状態に影響を与える車種が当該車

種のみである為，各箇所の履歴データに基づいて式(1) 
により推定した輪重と，各進みの実測値との関係から，

直接的に設定することができる．一方，複数の車種が走

行する場合でも，βy，βb，βr は各車種で共通と考えられる

ため，βy，βb，βr 以外のパラメータが既知であれば，βy，βb，

βr を式(3) より一意に求められる．また，例えば，現状の
軌道構造は変えずに車両条件のみ変更した場合の軌道状

態の推移を予測するには，Iy，Ib，Ir に 1.0を設定すること
で，車両条件だけを変更した場合の検討が可能である． 

  

上述のように得られた βy，βb，βrのうち，軌道変位進み

を表す係数 βy については，道床が劣化すると，同じ輪

重が作用した際の軌道変位進みが大きくなることから，

βyも増加すると考えられる．そこで，道床劣化の指標で

ある波長 3～6 mの高低変位 bと βy の関係を図 11に示す．
この図より，高低変位 b と各指標とβy の間には相関があ

ることから，βyについては道床の劣化と共に数値が大き

くなると考えられ，この関係により βy に道床状態を反

映できる． 
 以上のように，時間の経過と共に βy，βb，βrを更新する

ことで，道床やレールなどの材料劣化を考慮して，軌道

状態の劣化を推定することができる．なお，レール凹凸

に関しては，近年，その成長がロジスティック曲線等で

表すことができるという知見が得られつつある 10) ため，

この関係が明らかになった際には，モデルを改良するこ

とが想定される． 
 本モデルにより推定した高低変位進みの推定値と，軌

道検測結果に基づき算出した実測値の関係を図 12 に示
す．構造物の境界付近に存在しているために，実測値が

大きくなった 1ロットを除けば，両値は近い傾向にあっ
たことから，マクロに長期的な検討を行うのであれば，

十分な精度で高低変位進みを予測できると考えられる． 
 

(5) 軌道・車両・運転条件の変化への対応 
車両や速度を変えて検討する場合は，式(1) の各値や

係数，速度を変更後の条件に合わせればよい．また，輸

送条件（通過頻度）が変化する場合は式(3) の α に新し
い通過軸数を設定すればよい．Iy，Ib，Ir については，同一
の軌道構造で使用し続ける場合， 1.0 のままでよく，軌
道構造を変える場合には，現状の軌道構造に対する進み

量の変化の程度を Iy，Ib，Ir に反映させる必要がある． 

表2 係数 Ib ,  Iy 

150 200 250 300
43 1.13 0.64 0.49 0.42
41 1.23 0.68 0.51 0.44
39 1.34 0.72 0.54 0.46
37 1.46 0.76 0.56 0.48
43 1.37 0.68 0.52 0.45
41 1.49 0.72 0.54 0.47
39 1.64 0.77 0.57 0.49
37 1.81 0.82 0.60 0.51
43 1.46 0.76 0.58 0.48
41 1.59 0.81 0.59 0.50
39 1.74 0.86 0.62 0.52
37 1.91 0.92 0.65 0.54
43 1.80 0.82 0.60 0.51
41 1.97 0.87 0.62 0.53
39 2.18 0.93 0.66 0.55
37 2.41 1.00 0.69 0.58
43 2.25 0.95 0.67 0.56
41 2.47 1.02 0.70 0.58
39 2.73 1.09 0.74 0.61
37 3.03 1.17 0.78 0.64

木

道床厚(mm)

60kg

50kg
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40kg
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本数
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図11 道床劣化と軌道変位進みモデル係数βy の関係 
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図12 軌道変位進みの推定値と実測値 
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 そこで，鉄道構造物設計標準・同解説［軌道構造］11)

の考え方に基づいて，50 kgN レール‐木まくらぎ（37
本／25m）‐道床厚 200 mmの際の軌道変位進みを 1.0と
し，各軌道構造条件で算出した軌道変位進みとの比を整

理したものを表 2に示す．この軌道構造に対して，例え
ば，まくらぎをＰＣ化するのであれば Iy に0.92を設定す
ればよい．なお，普通継目を溶接継目とする場合には，

レール凹凸の減少に伴って輪重が減少すると考えればよ

いため，係数 I の考慮は不要である．Ib  については，図
13に示すように高低変位 y と高低変位 b の両進みの間に 
は線形の関係があるため，Ib には Iy と同じ値を用いて良
い．また，Ir については，熱処理レールの導入等，凹凸
進みに影響すると考えられる軌道構造の変更の際に，そ

の効果を反映させる． 
 
 
3. 長期推移予測モデルの活用 

 

(1) ロット単位での検討 
本モデルにより，在来線（200 万トン／年）‐木まく

らぎ構造（37 本／25m）‐50 kgNレール‐道床厚 200mm
のロットにおける長期的な高低変位の推移を算出した．

予測に必要なパラメータは履歴データ等に基づいて設定

し，本ロットにおける高低変位の目安値は 2.5 mm とし

た．また，車両条件は静止輪重 50 kNの車両が 100 km/h
で走行するものとした． 
以上の条件において，50 年間の高低変位推移を本モ

デルで予測した結果を図 14 に示す．経年によって高低
変位の保守周期が徐々に短くなっていくのは，レールや

道床状態が劣化することによって，高低変位進みが増加

すると共に，つき固めの効果が低下するためである．ま

た，17 年目と 40年目に高低変位が大きく良化し，高低
変位進みが減少するのは，道床交換の効果である． 
以上の条件を基本条件とし，この条件を表 3に示す条

件①～⑤に変更した場合の高低変位の推移を図 15 に示
す．比較のため，本図には基本条件の結果も重ねて図示

した．また，50 年間における保守回数の合計と平均高
低変位進みを条件別に算出した結果を図 16に示す． 
これより，条件①のＰＣ化や条件②の重軌条化のよう

な軌道構造強化を行った場合，平均高低変位進みが抑制

されることにより保守周期が延伸され，基本条件と同程 
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図13 軌道変位進みモデル係数 

表3 基本条件および検討条件 

種別 本/25m

◆基本条件 50kgN 木 37 200 50 100 1.00

①PC化 50kgN PC 37 200 50 100 0.92

②重軌条化 60kg PC 37 250 50 100 0.56

③車両軽量化 50kgN 木 37 200 30 100 1.00

④速度向上 50kgN 木 37 200 50 120 1.00

⑤速度向上・PC化 50kgN PC 37 200 50 120 0.92

道床
厚
mm

静止
輪重
kN

速度
km/h

係数
I
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図14 高低変位推移の予測（基本条件）     (a) 条件① ＰＣ化         (b) 条件② 重軌条化 
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(c) 条件③ 車両軽量化        (d) 条件④ 速度向上      (e) 条件⑤ 速度向上・ＰＣ化 

図15 高低変位推移の予測 
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度の軌道状態を維持する場合の各保守回数は減少するこ

とがわかる．また，条件①，②を比較することで，同じ

軌道構造強化であっても，ＰＣ化のみを行うか，ＰＣ化

に合わせて重軌条化を行うかによって，平均高低変位進

みの抑制効果の度合いが変わってくることから，施策の

違いによる平均高低変位進みの抑制効果を比べることが

できる． 
次に，条件③の車両軽量化においても，車両が軽くな

ったことで輪重が減少し，平均高低変位進みが抑制され

て保守周期が延伸された．本条件においては，基本条件

と同程度の軌道状態を維持するための保守回数は，

MTTによるつき固めが 3回，道床交換が 1回，削正が 1
回減少した． 
また，条件④のように速度向上を行った場合は，基本

条件と比べて平均高低変位進みが 0.02 mm/年増加したこ
とにより，保守周期は短縮され，同程度の軌道状態を維

持するために MTTによるつき固めが 2 回増加した．こ
のような場合，本ロットにおいては，例えば条件⑤のよ

うに，速度向上にあわせてＰＣまくらぎ化を行うことに

よって，基本条件の時と同等の高低変位進みとなり，同

じ保守回数で軌道状態の維持が可能となる． 
以上のように本モデルでは，単ロットにおいて軌道や

車両の条件が変化した際に，その条件を考慮した長期的

な高低変位の推移が予測できる．これより，本モデルは

単ロットにおける施策の評価・分析等に活用できる．  
 
(2) 区間単位での検討 

3章(1) では，ロット単位でＰＣ化や速度向上などの施
策が，高低変位進み等に与える影響を分析したが，こう

した施策は一般に線区全体または一定の区間に渡って行

われるため，単ロットではなく複数ロットでの評価・分

析をする必要がある．そこで，在来線（200 万トン／
年）‐木まくらぎ構造（37 本／25m）‐50 kgNレール‐
道床厚 200 mmの 40ロット（総延長 4 km）の区間にお

ける履歴データを用いて，50 年間における高低変位推
移を予測した．ここでは，本線区の平均高低変位 y が
3.5 mm 程度であったため，高低変位の目安値を 4.5 mm
とし，3章(1) と同様の車両条件を用いて分析を行った．
この条件を基本条件として，表 3に示す，④速度向上，
⑤速度向上にあわせて全延長をＰＣ化した場合の 2条件
においても，50 年間における高低変位推移を予測した．
これは，ある線区等において速度向上を検討する場合，

その施策が長期的に軌道状態にどれくらいの影響を与え

るか，また，その影響を踏まえて現状の保守周期等を維

持するには，どのような軌道構造に強化すればよいかを

検討することと同義である． 
50 年間における保守回数の合計と高低変位進みの平

均を，条件別に算出したものを図 17 に示す．これより，
速度向上を行った場合，基本条件と比べて高低変位進み

が 0.01 mm/年増加したことにより保守周期が短縮され，
同程度の軌道状態を維持するために MTTによるつき固
めが9 回，道床交換が6 回増加した．一方，速度向上に
あわせてＰＣまくらぎ化した場合は，基本条件の時と同

等の高低変位進みとなり，また，軌道状態を維持するた

めの保守回数も MTTによるつき固めが 7 回，道床交換
が4 回減少した． 
以上のように，一定の延長を持つ区間等においても，

本モデルにより，軌道や車両の条件が変化した際の長期

的な高低変位の推移が予測できることから，本モデルを

施策の評価・分析等に適用することができる． 
 
 

4. まとめ 
 

本研究により，施策の評価・分析を行うにあたり，軌

道構造や車両の条件が変化した場合も適用できる，軌道

状態（軌道変位，道床劣化，レール凹凸）の長期推移予

測モデルを構築した．得られた知見を以下に示す． 
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図16 条件別の保守回数と高低変位進み(ロット)    図17 条件別保守回数と高低変位進み（区間） 
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(1) シミュレーションにより算出した，軌道状態によ

り増減する輪重変動率を用いて，バラスト軌道に

かかる輪重を車種別に推定するモデルを考案した．

また，本モデルで推定した輪重と実測輪重の比較

において同様の傾向が得られたことから，本モデ

ルは十分な推定精度を持つことを確認した． 
(2) 実測輪重と軌道変位進みの関係，および推定輪重

と軌道状態の進みの関係より，輪重から各軌道状

態の進みを予測するモデルを構築した．本モデル

は，輪重・通過軸数・材料状態による係数・軌道

構造による係数で構成されており，軌道構造や輸

送量が変化した場合でも，軌道状態の長期推移を

予測できる．また，本モデルにより推定した高低

変位進みの予測値と，軌道検測結果に基づき算出

した実測値の比較において，両値は近い傾向にあ

ったことから，マクロに長期的な検討を行うので

あれば，本モデルは十分な推定精度を持つことを

確認した． 
(3) 履歴データを用いて本モデルによる検討を行った

結果，軌道構造や輸送量が変化した場合の軌道状

態の長期推移を予測できた．これにより，軌道や

車両・運転条件が変化した際には，その内容を考

慮して軌道状態を予測できるため，本モデルを施

策の評価・分析等に適用することができる． 
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DEVELOPING A LONG-TERM ESTIMATION MODEL FOR TRACK 
CONDITIONS, APPLICABLE TO THE ANALYSIS OF 

TRACK MAINTENANCE POLICY 
 

Mami MATSUMOTO and Masashi MIWA 
 

In this study, we developed a long-term prediction model of track conditions based on the idea that the 
track conditions (track irregularity, ballast, rail surface roughness) deterioration is fostered by dynamic 
wheel loads. 

Moreover, by using the simulation and the dynamic wheel loads complementary, the model enables us 
to estimate track conditions even if track and transportation conditions change, whereby it becomes pos-
sible to analyze track maintenance policy. 
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